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安倍国葬に

反対して街頭へ
池田高巌

安倍元首相の国葬に反対する声は、各種の

世論調査で軒並み過半数を上回っている。岸

田政権の支持率も大きく落ち込んだ。岸田政

権はしかし、あくまで安倍国葬を強行しよう

としている。

自民党と統一教会の癒着を弾劾する

安倍元首相に対する銃撃事件は、結果とし

て、自民党と統一教会の深い癒着ぶりを暴き

出した。数多くの自民党議員が統一教会のイ

ベントに出席したり、メッセージを送ったり

することで統一教会を庇護してきたことも明

らかになった。統一協会の側は自民党に秘書

や選挙支援の運動員を送り込み、集票をも引

き受けながら、自民党政治を支えてきた。

統一教会は、「霊感商法」など悪質な詐欺

的手法で資金を集め、多くの被害者を生み出

してきた。同時に、1960 年代後半から「国
際勝共連合」を立ち上げ、当時の韓国の軍事

独裁政権や安倍の祖父である岸信介をはじめ

日本の右翼政治家などと結びつき、日本と韓

国の労働者・民衆の闘いに敵対してきた。自

民党はそのような集団を庇護し、その犯罪を

助長してきたのだ。

岸田首相は、内閣改造と自民党の役員人事

を行うことで支持率の低下という事態を打開

しようとした。しかし、政務三役（大臣、副

大臣、政務官）のうち、統一協会と何らかの

関係があった議員は少なくとも 30 人にのぼ

っており、統一教会内閣とも言うべき状況で

ある。さらに、新たに自民党の政調会長に就

任したのは、統一教会との関係が極めて深い

萩生田光一氏だ。

自民党をはじめとする改憲勢力＝右翼政党

と統一教会とは癒着あまりに深い。それは自

民党の成り立ちそのものの問題でもある。ま

ず統一協会関係閣僚を辞任させ、統一教会と

癒着してきたすべての議員を辞職させなけれ

ばならない。この点でも安倍元首相の国葬な

ど論外だ。

アベ政治的なものの根を断ち切るべき

安倍元首相は森友学園問題、家計学園問題、

桜を見る会問題に端的に示される政治の私物

化をおし進め、その隠ぺいと開き直りのため

に公文書を改ざんし、虚偽答弁を繰り返して

きた。アベノミクスによって富裕層に莫大な

不労所得をもたらす一方で、貧困と格差を拡

大し、非正規職を増大させてきた。また、「ア

ンダー・コントロール」なる虚偽の下、福島

の被曝の深刻な地区への帰還を強制し、利権

にまみれた東京オリンピックを推進し、原発

の再稼働を推進してきた。さらに、韓国や朝

鮮への制裁と排外主義を煽動し、戦争法の強

行制定など侵略戦争体制構築をおし進めてき

た。私たちにとっては、京丹後・宇川に米軍 X
バンドレーダー基地を持ってきた人物でもあ

る。岸田政権は、このような安倍政治を引き

継ぎ、軍事費倍増と本格的な戦争体制の構築、

原発の再稼働と新増設に向かおうとしてい

る。

労働者・民衆にとって安倍を賛美し国葬で

送る理由などひとつもない。それに莫大な税

金を投入することなど断じて認められない。

いま必要なことは「アベ政治」的なものの根
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を最後的に断ち切ることであり、それを生き

永らえさせようとする岸田政権を打倒するこ

とだ。

そもそも「国葬」とは、為政者たちにとっ

ては「国威発揚」と「国民統合」のための手

段である。それを規定した明治憲法下の「国

葬令」は、第二次世界大戦での日本の敗北に

よって廃止された。現行憲法と法体系の下で

は「国葬」の法的根拠は存在しない。それを

国会での論戦さえ経ずに閣議決定によって強

行しようとすることなど絶対に認められな

い。

街頭での行動を

岸田首相は反対世論の大きさに動揺して、

口先では「様々な意見、批判を真摯に受け止

める」と言うが、あくまで安倍国葬を強行し

ようとしている。これに対して私たちは、断

固として街頭で民衆の意思を示すべきだ。安

倍国葬反対の行動に立ち上がろう！

午後６時３０分 京都市役所前集合

午後７時 デモ出発

呼びかけ 安倍国葬に反対する市民有志

午後４時３０分 京都市役所前集合

午後５時 デモ出発

主催 戦争法廃止市民アクション京都

戦争をさせない１０００人委員会京都連絡会

平和憲法を守り生かす京都共同センター

（今回は憲法共同センターが運営担当）

午後６時 京都市役所前集合

午後６時３０分 デモ出発

呼びかけ AWC youth（アジア共同行動関西青年部）

１２時３０分 京都市役所前

呼びかけ ９条改憲NO！市民アクション京都

午後１時３０分 京都市役所前集合

午後２時デモ出発

呼びかけ 安倍国葬に反対する市民有志

「街なかビラ」の報告と
今後のお知らせ （文責 白井）

8月の報告
第１３9回 8月26日（金）堀川三条商店街 3人

今年は雨に祟られる日が多かったので、「365日

晴れの商店街」が売りのこの商店街で取り組みま

した。

＜街 の声＞

●こんな所に米軍基地があるの？●「米軍基地

は戦争を防ぐために必要だ、煽られてるのと違う、

侵攻されたら大変だ」（中年男）●「自分も運動して

きたけど、反対してもどうにもならんと、あいそが

尽きそうだ」（50代位男）●「暑いのにご苦労さんや

ね～、家でゆっくり読ませて貰うわ。安倍の国葬な

んて言ってるしね～」（高齢女）。―国会審議もせ

ず岸田政権が国葬や、原発依存などを発表する

ので ‶ 何言っても変わらへん“との思いが拡がっ
ている。反対の声を上げ続ける事の重要性が高ま

っています―

9月の予定

第 140 回 9 月 16 日（金） JR 「二条駅」周辺
集合場所： JR 「二条駅」西口

第 141 回 9 月 22 日（木） JR 「円町駅」周辺
集合場所： JR 「円町駅」前

時間はいずれも11： 00～12： 00です
みなさんの無理のない参加をお待ちしています。

連絡先：090－5672－1597（白井）

ご都合のつく方はご参加ください。他にもあるかもしれ

ません。声かけあい、中止に追い込みましょう



- 3 -

土地利用規制法をめぐって
米軍Ｘバンドレーダー基地の戦

略的重要性がますます明らかに
文責：瀧川

8月の京丹後訪問をした折、基地周辺の集落

で「京丹後の皆さんへ」というチラシを各戸へ配

布しました。

チラシを配布し終えて帰ろうとしたとき、顔見知

りの地域の方が私を呼び止めて、配布したチラ

シを示しながら、「これはどうなっているのか」と

聞いてこられました。チラシの中に土地利用規

制法についての毎日新聞記事の紹介を指して

のことでした。新聞記事の内容は、米軍Ｘバンド

レーダー基地の周辺は「特別注視区域」に指定

されそうだということと、特別注視区域に指定さ

れると土地取引が規制されることなどが書いて

ありました。

私は、地域の方のチラシ（新聞記事）への反応

の速さに驚きました。土地取引が規制されること

を始め、「自分たちの住むこの地域にどんな規

制が降りかかってくるのだろう」という不安に襲

われたのだと思います。

「土地利用規制法」は、〔政府が、自衛隊や海

上保安庁、在日米軍、原発などの重要施設の

周囲約1キロや国境離島を「注視区域」、特に重

要な施設・離島については「特別注視区域」に

指定。区域内の土地利用者らの氏名、住所、国

籍、利用状況などを調査し、「機能を阻害する行

為」があれば、中止を勧告・命令する。特別注視

区域では、一定面積以上の土地取引に事前の

届け出も義務づける。命令などの違反には懲役

を含む刑事罰を科す。〕というものです。この法

律は、2021年6月に成立、2022年（本年）6月に

一部施行、9月に全面施行となっています。

重要施設に対する「機能阻害行為」には5つが

提示されています。①継続的な高所からの監視

・盗聴など②周囲の送電線、水道管などを破壊

し、施設へのライフライン供給を阻害③坑道の

掘削、施設地下への侵入・攻撃➃銃器による攻

撃⑤電波妨害（ジャミング）

この法律には、プライバシー権や思想・良心の

自由が侵害される懸念、表現の自由や集会の

自由等に対する萎縮効果の懸念があります。

京丹後の米軍経ヶ岬通信所と航空自衛隊経ヶ

岬分屯基地では、「報道」や「反戦デモ」を敵視

する自衛隊と米軍基地が一体化した基地警備

訓練、その中でも、ドローンやCBRN（化学・生物

・放射性物質・核を用いたテロ）対処訓練が行わ

れてきました。その上に、土地利用規制法によ

って米軍基地や自衛隊基地を念頭に、防護す

べき「重要施設」が設定され、それに対する「機

能阻害行為」が明確にされた訳です。戦争体制

準備と基地機能の整備強化が進められていま

す。 3月1日、在日米陸軍司令官が、京丹後市

での「経ヶ岬通信所住居支援施設完了式」で、

「米陸軍経ヶ岬通信所は、キルチェーンを始め

る基地、すなわち、殺戮の連鎖を始める場所で

あり、それはすでに始まっている」ことを表明し

たことと符合しています。

日本経済新聞より

訃報 米軍 X バンドレーダー基地反対・京都連絡会の

事務局長を長く務められた山本純さんが、本日 9 月 14 日

午前 11時 35分に亡くなられました。

山本さんは今年 5 月に心不全のため入院し、心臓弁の手

術を経て回復に向けて入院療養中でしたが、先週初めに体

調が急変し、その後回復がかなわず本日永眠されました。

まだ 70 歳前で、ご本人もまだまだ活躍したかったと

思います。本当に残念としか言いようがありません。

なお、ご遺族の意向で葬儀は家族葬として執り行い、弔

電等は辞退されるとのことです。

いまはただ謹んでご冥福をお祈りするばかりです。
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開票終了と同時に当選確実が出るほどの大差

で玉城デニー知事は再選された。投票率 57.92

％過去二番目の低投票率 玉城デニー 339,617票、

佐喜真淳 274,771票、下地幹郎 53,671票。

佐喜真・下地両候補の合計票を上回っている。

普天間基地のある宜野湾市長選、辺野古埋め

立てが進む名護市議選では敗北、那覇市長選に

出馬表明した翁長タケハル県議(故翁長雄志知事

の子息)の補選でオール沖縄推薦の上原快佐氏

(那覇・南部離島区)が当選し、県議会与党は多数

派を確保し、知事を支える体制ができた。

2022年度 沖縄県知事選を取り巻く情勢

在日米軍基地の 70 ％強がある沖縄では、戦

後一貫して米軍基地被害は多発している。

辺野古埋め立てに沖縄本島南部の、沖縄戦で

死した人の遺骨が混じる土砂で辺野古を埋める

と政府は決めた。特に近年、米軍基地に由来す

る PFAS(有機フッ素化合物)が井戸や河川、大地や

海に汚染が広がり、沖縄県民の健康被害が危惧

されている。米軍と日本政府は日米地位協定を

盾に正確な情報発信せず、現地調査もやらせて

いない。こんなことが黙認されていいものか。

沖縄では「人としての尊厳」を守りたいと歯

を食いしばっている。基地被害だけではない。

政府は「全ての戦略を安全保障・治安」に凝

縮し、ウクライナ情勢や台湾有事を煽りつつ中

国の攻撃に備えるというフェイク仕立てで軍事

費を国の予算の 10％(GDP 2％ 11兆円)を掲げ、

辺野古埋め立て、併せて南西諸島への自衛隊と

ミサイル配備を加速させ、基地など安全保障上

の区域周辺 1㎞を土地利用規制法で住民監視と

治安・弾圧体制を整備している。

玉城県政を支えている「オール沖縄」からホ

テル関係とスーパー・建設関係の沖縄財界が自

民党に鞍替えした。沖縄戦や米軍統治下も知ら

ず、米軍存在が日常の世代が増えた。

しかも今回、自民党政府は、沖縄県がコロナ

禍で観光業が低迷し、県民が苦しい経済状態を

強いられているに付込んで、新基地建設に賛成

しない沖縄県に差別的に沖縄振興予算を減額

(3000 億円を大きく割って 2798 億円)し、沖縄の経

済危機を煽った。このように追い込めば沖縄県

民が「基地より経済」に傾き、自民党政府とパ

イプのつながる佐喜真候補が勝利すると確信し

ていた。事実、選挙戦で佐喜真候補は、「沖縄

振興予算は政府と掛け合って 3500 億円確保す

る」とぶち上げていた。また、政府自民党と佐

喜真陣営は、既に辺野古埋め立が 1/4 は陸地化

され、沖縄県民に「諦め感」が漂っていると判

断し、台湾危機を煽り、これまで隠してきた辺

野古新基地建設について安全保障上「容認する」

と公約した。「復帰 50年」の節目の知事選で辺

野古埋め立ての賛否を正面から問う選挙となっ

た。統一教会との関係で岸田内閣の支持率が急

落し、佐喜真候補も統一教会と関係し批判を浴

びた。しかし玉城勝利の本質ではない。

重ねて民意は示された。米軍施政権下で 27

年間、沖縄県民が米軍基地反対闘争の中で労働

運動、住民闘争を織り交ぜて独自の民主主義を

鍛え上げ、知事公選制を実現し、日米両政府の

弾圧をはね返し、民衆次元で「沖縄・日本」再

統合を求めた「復帰闘争」で鍛えた「不屈の歴

史と精神」を日米両政府は見落としていた。

政府は居直る。「沖縄県知事選結果は日本人

口の 1 ％内での結果でしかない。99 ％の日本

人有権者は辺野古埋め立て賛成の自民党を支持

している」と。この 99 ％の内部から沖縄連帯

を作り出さなければ埋立ては阻止できない。

!
復帰 50年、沖縄闘争の原点に返るべきです。

1972 年 5 月 15 日、米軍政下から日米安保体制

下の日本に再併合された沖縄は、在日米軍をそ

のまま強要され、自衛隊の配備も押し付けられ

た。雨の与儀公園に集まった沖縄の労働者住民

は、国際通りをデモした。沖縄復帰協主催のデ

モの先頭の横断幕には「自衛隊配備反対・軍用

地拒否・基地撤去・安保破棄」「沖縄処分抗議

・佐藤内閣打倒 5.15 県民大行進」とあった。

知事選で玉城氏の公約に自衛隊配備反対がな

かった。近年の沖縄における反基地闘争は、基

地被害に対する抗議とその解決を日米地位協定

の改定に求める闘いに偏りすぎている。日米地

位協定は日米安保の付属文書であり、基地被害

は日米地位協定が原因ではなく、日米安保条約

が原因である。「米軍基地を県外へ、日本で平

等に負担しよう」との呼びかけは基地の全国配

備であり連帯を生み出さない。日米安保条約の

廃棄を掲げて全県的な闘いを組織することが日

本とアジアの人々から連帯を導き出すと確信し

ます。今、「PFAS 汚染から市民の命を守る連

絡会」が宜野湾市中心で始まっている。基地撤

去闘争と Compliance( 社会的規制)活動を結び付

け、大衆の手で基地と政府を包囲・追放しよう。


